
日本赤十字豊田看護大学　コージェネレーションシステム設置工事
　仕　様　書
1. 概要
（１）工事件名
日本赤十字豊田看護大学　コージェネレーションシステム設置工事
（２）工事概要
　日本赤十字豊田看護大学において、以下の設備の撤去更新を行うもの

・既設燃料電池の撤去及びコージェネレーションシステムの設置
（３）工事場所
　愛知県豊田市白山町七曲１２番３３　日本赤十字豊田看護大学
（４）納期
　令和２年１２月３１日
　（想定現場工事期間　令和２年１０月から令和２年１２月３１日まで）
（５）現地説明会日時
　令和２年４月１０日　１４時
2. 技術仕様
（１）撤去工事
今回の更新工事で不要となる下記の機器類を撤去・処分する。
詳細は別紙①－1「燃料電池設備他撤去機器表」、別紙①－2「燃料電池システムフロー撤去図」、別紙①－3「燃料電池他機器配置図」、①－4「冷却塔撤去機器配置図」を参照のこと。

	設備
	仕様
	数量
	設置場所

	燃料電池
	リン酸型燃料電池　出力100kW
	1台
	Ｂ１階　電気室2

	冷却塔
	密閉式　冷却能力186kW
	1台
	屋上

	排熱処理ユニット
	収納機器：高温水冷却器、高温回収交換器、低温水冷却器、冷温回収熱交換器、水処理装置、高温水ポンプ、低温水ポンプ、計装機器
	1基
	Ｂ１階　電気室2

	循環ポンプ
	温水循環ポンプ
	2台
	Ｂ１階　機械室2

	冷却水ポンプ
	
	1台
	Ｂ１階　電気室2

	熱交換器
	SUS製プレート型
	3台
	Ｂ１階　機械室2

	煙道
	SUS製250Φ×2.0t×9.0mL
	1式
	Ｂ１階　電気室2

	水処理装置
	純水器
	1式
	Ｂ１階　電気室2

	窒素供給装置
	ボンベ10kg×6本
	1式
	１階　ボンベ庫

	動力制御盤
	
	1式
	Ｂ１階　機械室2


・燃料電池（100kW燃料電池発電装置　富士電機(株)製）の撤去及び処分にあたっては、燃料電池製造メーカーに依頼し、適切な撤去処分を行うこと。また、製造メーカーで撤去しない架台等については、請負者で撤去処分を行うこと。
撤去作業前に、都市ガス・ＬＰガス・補給水の各配管の切離し及び発電装置主電源の上位電気盤ブレーカ断を行うこと。その際に可燃性ガスについては、置換養生を行うこと。

（２）新設工事
下記の機器類及び付帯設備を新設する。尚、既設のガス供給設備・電源設備等に変更が必要な場合には、その工事費用も含むこと。
詳細は別紙②－1「コージェネレーションシステム他新設機器表」、別紙②－2「コージェネレーションシステム他システムフロー新設図」、別紙②－3「コージェネレーションシステム他機器配置図」、別紙②－4「ＬＰガス配管図」、別紙②－5「冷却塔新設機器配置図」、別紙②－6「燃料電池設備システムフロー図」を参照のこと。
	設備
	仕様
	数量
	設置場所

	コージェネ
	マイクロガスコージェネ　出力25kW
	3台
	Ｂ１階　電気室2

	液化石油ガスエア発生装置
	発生ガス最大能力　30/Vm3/h
	1式
	１階　ボンベ庫

	冷却塔
	密閉式　冷却能力120kW
	1台
	屋上

	循環ポンプ
	温水循環ポンプ
	4台
	Ｂ１階　電気室2・機械室2

	冷却水ポンプ
	
	1台
	Ｂ１階　電気室2

	熱交換器
	プレート型SUS製
	3台
	Ｂ１階　電気室2・機械室2

	膨張タンク
	密閉式
	2台
	Ｂ１階　電気室2

	動力制御盤
	リモート操作及び自動制御含む
	1式
	Ｂ１階　電気室2


・コージェネレーションシステム及び付帯設備新設にあたっては、既設中央監視盤との連動が可能なものとすること。また、連動にあたり必要な措置を講ずること。
・コージェネレーションシステムについては、中央監視盤とは別途で、遠隔監視に必要な措置を講ずること。
・動力制御盤については、別紙②－6と同等の制御を有すること。
・更新機器の電気・配管・各種機器設置等の系統図面及び・取扱い説明書等を取り纏め、完成図書を作成し本学へ提出すること。

3. 作業について
（１）一般事項

ア
作業前に現地調査を行い、作業内容及び工程等について本学の承諾を得ること。

 
確認事項が生じた場合は、その都度本学に対応を確認すること。

イ
施設内あるいはその周辺に、騒音・振動・悪臭・その他環境に著しい影響を与えた場合又は与える恐れがある場合は、速やかに本学と協議し対策をたてて実施すること。

ウ
本学の業務への影響を最小限に抑えるため、短期間で作業すること。
エ　本学の業務へ影響する停電・断水を伴う作業が発生する場合は、本学の承諾を得
た上で、業務に支障のない時間帯で作業すること。

オ 
物品の搬出入場所及び経路（エレベーター含む）について、養生を行うものとする。ただし、その必要がないと判断させる箇所については、本学と協議する。本学の建築物、工作物、その他既設設備に損害を及ぼした場合は、速やかに報告を行うとともに、施工業者の責任において原状に復旧すること。
カ
調達する物品の全てに耐震の対策および施工を行うこと。

キ
作業に関連する法規及び設置する各種機器の施工要領等を遵守すること。また、必要に応じて各種機器のメーカーからの技術的な助言及び支援を受けること。

ク
作業上、各種法定有資格者、作業責任者が必要な場合は、資格・免許等の写しを提出するとともに、当該作業時は常駐させること。
（２）作業内容

ア
各種機器の配置等は、前述の別紙②－3～別紙②－5の通りとする。

イ
電源設備は既設のものを利用する。
ウ　貫通穴は既存のものを利用する。新たに貫通穴が必要な場合は本学の承諾を得たうえで作業を行うこと。
エ
既設配管、配線、遮断器及び支持物等（以下「既設配管等」という。）は再使用してもよい。ただし、現地調査の結果、再使用に適さないことが判明した場合は、施工業者の負担で補修や交換等の適切な対応を行うこと。この場合、既設と同等以上の性能を持つものとする。
オ
既設配管等で再使用しないものは、本学の承諾を得た上で撤去すること。
カ
配管及び配線には行き先を表示すること。尚、当該表示は経年劣化等により不明瞭にならないものであること。
キ
各種機器には、転倒防止及び落下防止等の処置を適切に行うこと。
ク
屋外の支持物を新設する場合は、SUS 製または溶融亜鉛メッキ仕上げ品とすること。
ケ
屋外及び屋内露出部の配管及び配線にはラッキング等、適切に保護を行うこと。各種機器の取り換えのため保温材を撤去した場合や、既設保温材が劣化している場合は適切に補修すること。
コ
撤去品や作業に伴い発生する廃材等は施工業者の責任及び費用負担において適法に処分することとし、納入・設置完了後は、建物内の清掃を行い残置しないこと。
サ
設置後、各種試験調整を行い、結果を報告すること。試験項目はメーカー推奨のものとする。既設配管等を再使用した場合も、これらに係る試験調整を行うこと。試験調整の結果、不合格となった場合は必要な処置を行い、再度試験調整を行うこと。
シ 
火気使用がある場合は、安全対策を講じるとともに事前に作業計画を本学に提出し許可を得ること。
4.　その他

（１）決定業者は、作業日程及び工程表等の関係書類を本学の指定する期日までに、提出すること。
（２）工事後１年以上の保証期間を設けること。なお、保証期間内に故障等が発生した場合には、原因を調査し、無償にて修理又は交換を行うこと。
（３）本工事にあたり、諸官庁及び関連各所への書類作成を含む届出を適切に行うこと。

（４）本工事にあたり、補助金制度の申請に協力すること。
以上

2

